
特集官民連携（PPP/PFI）のススメ

1.　‌�はじめに（下水道事業・‌
経営の現状と課題）

下水道は，これまでの着実な整備の進展によ
り，暮らしの安心・安全の確保と豊かな水環境の
保全に不可欠な存在となっています。一方で，人
口減少等に伴う厳しい経営環境や執行体制の脆弱
化，老朽化施設の増大など，下水道が抱える課題
は深刻です。今後，これら課題の解決策の一つと
して，また，下水道事業・経営の持続可能性を確
保するための一つの有効な手段として，PPP/
PFI（官民連携）の重要性がさらに高まると考え
ています（図－ 1）。

2.　‌�下水道分野におけるPPP/PFI‌
（官民連携）の現状

下水道分野では，処理場の管理（機械の点検・
操作等）の 9割以上が民間委託を実施していると
言われています。
このうち，施設の運転管理・巡視・点検・調査・
清掃・修繕・薬品燃料調達等を一括して複数年に
わたり委ねる包括的民間委託は，2023（令和 5）
年 4月時点の数値として，処理場で 579 施設，管
路で 60 契約において実施されており，近年増加
中です。
また，下水汚泥を利活用するガス発電や固形燃
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図－ 1　下水道分野における PPP/PFI（官民連携）の必要性
（出典）国土交通省「下水道事業における PPP/PFI 手法選択のためのガイドライン」（令和 5年 3月版）
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料化を中心に，DBO方式・PFI（従来型）は 48
施設で実施中です。
さらに，PFI（コンセッション方式）について，
2018（平成 30）年 4月に静岡県浜松市，2020（令
和 2）年 4 月に高知県須崎市，2022（令和 4）年
4 月に宮城県で，加えて，2023（令和 5）年 4 月
からは神奈川県三浦市でも事業が開始されていま
す（図－ 2）。

3.　‌�PPP/PFI 推進アクションプラン‌
（令和 5 年改定版）とウォーター‌
PPPの概要

下水道分野における PPP/PFI（官民連携）の
大きな話題として，2023（令和 5）年 6月 2 日に
開催された，第 19 回民間資金等活用事業推進会

議（PFI 推進会議）で，PPP/PFI 推進アクショ
ンプラン（令和 5年改定版）が決定され，下水道
も含む重点分野において 10 年間で取り組む合計
575 件の事業件数ターゲットの設定と，「ウォー
ター PPP」等多様な官民連携方式の導入が盛り
込まれました（図－ 3）。
また，この会議で岸田総理は，「水分野の取組
を強化」すること，また，「上水道，下水道，工
業用水道において，新たな方式であるウォーター
PPP の導入を進める」ことを発言・指示してい
ます。
これらを受けて，下水道分野では，2026（令和

8）年度までに6件のコンセッション方式の具体化，
2031（令和 13）年度までに 100 件のウォーター
PPPの具体化が目標とされているところです。

図－ 2　下水道分野における PPP/PFI（官民連携）の実施状況　※令和 5年 4月時点
（出典）国土交通省（第 34 回 PPP/PFI 検討会）「下水道分野の PPP/PFI（官民連携）」

公共の施設とサービスに民間の知恵と資金を活用する手法。

新しい資本主義の中核となる新たな官民連携の柱。

PFIの質と量の両面からの充実を図るため、以下の柱で、アクションプランを改定する。

図－ 3　PPP/PFI推進アクションプランの改定と事業件数 10年ターゲットの設定
（出典）内閣府「PPP/PFI 推進アクションプラン（令和 5年改定版）概要」
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ウォーター PPP は，コンセッション方式と，
管理・更新一体マネジメント方式の総称です。
このうち，管理・更新一体マネジメント方式
は，コンセッション方式に準ずる効果が期待でき
る官民連携方式として，また，水道，下水道，工
業用水道分野において，コンセッション方式に段
階的に移行するための官民連携方式として，長期
契約で管理と更新を一体的にマネジメントする方
式です。複数年度・複数業務による民間委託（レ
ベル 1 ～ 3）とコンセッション方式（レベル 4）
の間に位置することから，レベル 3.5 とも呼ばれ
ます。
レベル 3.5 は，①長期契約（原則 10 年），②性
能発注，③維持管理と更新の一体マネジメント，
④プロフィットシェアの 4要件をすべて充足する
民間委託です。維持管理に，更新（改築）の要素
が加わり一体となることで，コンセッション方式
に準ずる効果・メリットを期待できる一方，公共
施設等運営権の設定を必要としない等，コンセッ

ション方式よりも取り組みやすいものになってい
ると考えられます（図－ 4）。
国土交通省としても，このウォーター PPP に
ついて，職員不足，施設老朽化，使用料収入減少
等，地方公共団体が抱えるさまざまな課題を解決
するための一つの有効な手段として，また，下水
道事業・経営の持続可能性の確保に向けた大きな
転換点として捉えていただき，積極的かつ可能な
限り速やかな導入検討の開始をお願いしたいと考
えているところです。
PPP/PFI 推進アクションプラン（令和 5 年改
定版）では，「汚水管の改築に係る国費支援に関
して，緊急輸送道路等の下に埋設されている汚水
管の耐震化を除き，ウォーター PPP 導入を決定
済みであることを令和 9年度以降に要件化する」
こととされています。令和 9年度以降，汚水管改
築の国費支援を受けるには，この要件を充足する
必要があります。

図－ 4　ウォーター PPP管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）の概要
（出典）国土交通省「下水道分野におけるウォーター PPP管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）の考え方」
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4.　‌�ウォーターPPPを含む下水道分野‌
のPPP/PFI（官民連携）支援

ウォーターPPP等，多様なPPP/PFI（官民連携）
を推進するため，下水道分野では，①案件形成に
向けた情報・ノウハウの共有，②ガイドライン等
の整備，③財政的支援を実施しています（図－ 5）。
このうち，特に下水道分野でのウォーター
PPPの推進に向けた取組を紹介します。

⑴　「ウォーター PPP分科会」，「民間事業者等
向け説明会」
いずれも昨年 10 月に実施し，ウォーター PPP

分科会には約 80 地方公共団体の約 130 名が，民
間事業者等向け説明会には約 420 者の約 2,500 名
が参加し，官民とも関心の高さが伺えました（図
－ 6，7）。なお，PPP/PFI（官民連携）全般を対
象とする PPP/PFI 検討会については，昨年 6月
と 11 月に実施し，次回は本年 3月を予定してい

ます。こちらもぜひ参加を検討ください。

⑵　「Q&A集」，「レベル 3.5の考え方」
PPP/PFI 推進アクションプラン（令和 5 年改
定版）公表後，地方公共団体に向けてさまざまな
機会で説明し，多くの質問等をいただいていま
す。これらをもとに，昨年 8月以降，随時，「下
水道分野におけるウォーター PPP（主に管理・
更新一体マネジメント方式）に関する Q&A」
（Q&A集）を公表しています。
質問を「レベル 3.5 の 4 要件等」，「交付金要件
化」，「導入検討」のカテゴリーに分類し，整理し
ています。後ほど，よくある質問Q＆Aを紹介
します。
文字だけでは分かりにくいものは，「下水道分
野におけるウォーター PPP 管理・更新一体マネ
ジメント方式（レベル 3.5）の考え方」（レベル
3.5 の考え方）に図表等でまとめ，PPP/PFI 検討
会等の資料として，随時，公表しています。
これらが検討の一助となれば幸いです。

①案件形成に向けた情報・ノウハウの共有

②ガイドライン等の整備 ③財政的支援

図－ 5　ウォーター PPPを含む下水道分野における PPP/PFI（官民連携）の支援
（出典）国土交通省（第 34 回 PPP/PFI 検討会）「下水道分野の PPP/PFI（官民連携）」
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⑶　ウォーター PPPの導入検討費用に対する補助
令和 5年度補正予算で，ウォーター PPP を導

入しようとする地方公共団体に対し，導入可能性
調査，資産評価等について国費により定額支援す
る制度を創設しました。また，コンセッション方

式，他分野連携（上下水道一体等），地方公共団
体連携（広域・共同）といった高度な事業の検討
に対し，交付上限額等に係るインセンティブを設
定しました。なお，令和 6年度予算案でも同様の
措置を盛り込んでいます。

図－ 6　ウォーター PPP分科会
（出典）国土交通省（第 34 回 PPP/PFI 検討会）「下水道分野の PPP/PFI（官民連携）」

図－ 7　民間事業者等向け説明会
（出典）国土交通省「下水道分野におけるウォーター PPP管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）の考え方」
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5.　おわりに

下水道事業・経営において，地方公共団体の執
行体制の脆弱化，財政状況の逼迫，老朽化施設の
増大等が進む中，下水道の機能・サービスの水準
をいかに確保していくのかが喫緊の課題とされて

います。今後とも，持続性の向上に資する多様な
PPP/PFI（官民連携）の推進に取り組んでいき
ます。また，新しい枠組みであるウォーター
PPP については，全ての関係者がトップランナ
ーです。引き続き，皆さまと意見交換等をさせて
いただきながら，少しでも導入検討を進めやすい
環境づくりに努めていきますので，どうぞよろし
くお願いいたします。

【レベル 3.5 の 4要件等】
Ｑ．レベル 3.5 の後，コンセッション方式に移行することとされているが趣旨如何？
Ａ‌�．レベル 3.5 の後継としてコンセッション方式（レベル 4）を選択肢として検討いただきたいという趣
旨です。

Ｑ‌�．ある一つの対象施設（地域，処理区等）の業務範囲が維持管理のみ，もう一つの対象施設の業務範囲
が更新（改築）のみ，のような設定は可能か？

Ａ‌�．維持管理と更新（改築）の一体的なマネジメントの観点から，同一の対象施設（地域，処理区など）
について維持管理と更新（改築）に関係する業務範囲が設定される必要があります。そのため，この質
問の設定では，レベル 3.5 に該当しないと考えています。

【交付金要件化】
Ｑ‌�．（交付金要件化の要件である）ウォーターPPPの「導入を決定済み」とは具体的にどのようなことか？
Ａ‌�．コンセッション方式の場合は実施方針の公表，レベル 3.5 の場合は入札・公募の開始（募集要項等の
公表）により，交付金要件化の要件（ウォーター PPPの導入を決定済み）が充足されると考えています。

Ｑ‌�．対象施設として，管理する全ての施設ではなく，一部の施設を設定することは可能か？　また，この
場合，交付金要件化の要件を充足しうるか？

Ａ‌�．ご認識の方針で考えています。この場合，対象施設の設定について，管理者は客観的な情報に基づい
て説明できる必要があります。導入を検討する際にはご留意ください。

　　※‌�客観的な情報として，例えば，導入可能性調査（FS）やマーケットサウンディング（MS）の選択
肢に挙げて比較した結果や経過などが考えられます。

　　　‌�（なお，ウォーター PPPの導入を決定済みであれば，対象施設外の汚水管の改築も国費の支援を受
けられる運用を想定しています。）

　〈補足〉　管理者は任意に少なくとも一つの処理区を選択して導入の検討を開始

【導入検討】
Ｑ．地方公共団体の技術力保持や技術継承等が懸念されないか？
Ａ‌�．今後も管理者によるモニタリングが必要かつ重要であり，技術力保持や技術継承は，重要な課題と考
えています。必要な技術を確保する方法として，例えば，外部機関との連携，受託者との連携，対象施
設・業務範囲の設定の仕方による工夫などが考えられます。

　　※外部機関との連携（一例）→　日本下水道事業団（JS）によるモニタリング支援
　　※受託者との連携（一例）　→　地方公共団体への研修・勉強会の実施
Ｑ．地元（の中小）企業の参画は困難ではないか？
Ａ‌�．導入を検討する際に，必要な情報を開示した上で，十分に官民の対話を実施することや，入札・公募
の際に，必要に応じて募集要項などに地域への配慮を盛り込むことなどを通じて，地元（の中小）企業
の参画可能性を高めることが考えられます。

　‌�　受託者となる特別目的会社（SPC）や共同企業体（ジョイントベンチャー，JV）に地元企業が参画す
ることは可能です。

　　※特別目的会社（SPC）とは，「ある特別の事業を行うために設立された事業会社」のことです。

Ｑ&Ａ集（抜粋）
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